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「江田島市社協福祉用具貸与事業所」重要事項説明書  ( 令和 8 年 4 月 1 日現在 ) 

  
当事業所が、ご契約者に対して特定( 介護予防 )福祉用具貸与サービスを提供するにあたり、重要事項につ
いては次のとおりです。 
  
1 事業所の概要  
事 業 者 名 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 
代 表 者 名 会長 堂野﨑 平 
事 業 所 名 江田島市社協福祉用具貸与事業所 
所 在 地 広島県江田島市能美町鹿川 2060 番地( 介護保険事業所番号 3473300212 ) 
管 理 者 氏 名  大月 富徳 
連 絡 先 電話 0823 ( 27 ) 8870  FAX 0823 ( 40 ) 2502 
通常業務の実施地域 江田島市全域 

実施地域外の対応 
江田島市を超える場合は自動車を使用することとします。江田島市境から路程 1ｋ
ｍ当たり 20円を実費として徴収するほか、フェリー代金、通行料金等必要な場合
は、合わせて徴収させて頂きます。 

第三者評価 未実施 
  
2 職員の体制  
管  理  者 常勤兼務 1 名 事業所の従業者の管理及び相談に応じ、適切な助言・指導を行う  

福祉用具専門相談員 
常勤兼務 1 名 
常勤専従 1 名 

福祉用具利用全般についての相談に対応する。 
( 福祉用具の選定、搬入搬出、メンテナンス、請求事務 ) 

  
3 営業日及び営業時間  
営 業 日 月曜日～土曜日( 但し、5 月 3 日～5 日、12 月 29 日～1 月 3 日を除く ) 
営 業 時 間 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 
  
4 サービス内容  
 要支援者・要介護者に必要な用具のうち、厚生労働大臣が定めた以下の種目の用具を貸与する介護保険上

のサービスを提供します。 
車いす 車いす付属品 特殊寝台 特殊寝台付属品 床ずれ防止用具 
体位変換器 手すり スロープ 歩行器 歩行補助杖 
認知症老人徘徊感知

機器 
移動用リフト 自動排泄処理装置   

  
5 利用料  
利用料の計算は、1か月単位とします。但し、開始月と終了月は次のようになります。 

 サービス開始月の利用料 サービス終了月の利用料 
開始日と終了日が 15日以前の場合 利用料の 1か月分 利用料の半月分 
開始日と終了日が 16日以降の場合 利用料の半月分 利用料の 1ヶ月分 
  
6 利用者負担金  
支払い方法は口座引き落とし・現金集金の 2 種類です。口座引き落としは翌月の 27日となっています。
金融機関休業の場合は翌営業日になります。現金集金は翌月の 10 日～25 日頃ご自宅へお伺いさせて頂き
ます。領収書は手交、郵送を通じて発行します。  

 



 
7 保険給付の請求のための証明書の交付  
 「サービス提供証明書」が必要な場合は、いつでも交付するものとします。 
  
8 秘密の保持及び個人情報の保護  
  事業所とその職員は、当法人の「個人情報保護規程」を遵守し、業務上知り得た利用者又はその家族等

に関する個人情報を厳正にとり扱います。また、正当な理由なく第三者に漏えいしません。ただし、例外

として次の各項については、関係法令上において事業者が行うべき義務として明記されていることから、

個人情報の提供を行うこととします。 
( 1 )担当の介護支援専門員との連携(サービス担当者会議、事故や苦情などの報告他) 
( 2 )サービス提供困難時等の事業者間での連絡 
( 3 )事故が起こった場合等の医療機関への連絡 
( 4 )介護保険給付等にかかる行政機関への報告 
( 5 )生命、財産の保護を前提とした場合の関係機関等への連絡 
( 6 )利用者及びその家族の個人情報使用の同意書は、本契約書面をもって代えることとします。 
  
9 サービス内容に関する相談，苦情処理の体制，苦情解決の方法  
⑴ 苦情受付窓口 

事業所相談窓口 
・電話番号  0823 ( 27 ) 8870 
・FAX番号 0823 ( 40 ) 2502 
・苦情受付時間 営業日の午前8時30分～午後5時15分 

⑵ 苦情受付担当者  大月 富徳( 管理者 兼 福祉用具専門相談員 ) 
① 苦情等の受付 
② 苦情等の内容等の確認及び受付から苦情解決に至るまでの経過と結果の記録 
③ 受け付けた苦情等及びその改善状況等を，苦情解決責任者，第三者委員，担当する居宅介護支援事
業者へ報告 

⑶ 苦情解決責任者 

社会福祉協議会が行うサービス事業    
（サービス事業を含む） 藤井 伸 ( 事務局長 ) 

⑷ 第三者委員 

下田 満 電話番号 0823－45－3118 

中村 和之 電話番号 0823－42－1324 

⑸ その他の苦情受付機関 

  

苦情受付 
機  関 

保険者(江田島市) 
江田島市福祉保健部 
高齢介護課     

電話番号 0 8 2 3 －  4 3 －  1 6 5 1 
FAX番号 0 8 2 3 －  5 7 －  4 4 3 2 
対応時間 開庁日の午前8時30分～午後5時15分 

広島県 
国民健康保険団体連合会 
介護保険課 

電話番号 0 8 2 －  5 5 4 －  0 7 8 3 
FAX番号 0 8 2 －  5 1 1 －  9 1 2 6 
対応時間 午前8時30分～午後5時15分 

( 土日祝日及び12月29日～1月3日は除く ) 

広島県福祉サービス 
運営適正化委員会 

電話番号 0 8 2 －  2 5 4 －  3 4 1 9 
FAX番号 0 8 2 －  5 6 9 －  6 1 6 1 
対応時間 午前8時30分～午後5時 

( 土日祝日及び12月29日～1月3日は除く ) 



⑹ 苦情解決の方法 
ア 利用者等への周知 
  施設内への提示等により，苦情解決責任者は，利用者に対して，苦情解決責任者，苦情受付担当者

及び第三者委員の氏名や連絡先，苦情解決の方法について周知する 
イ 苦情の受付 
苦情は面接，電話，書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。なお第三者委員に直接申

し出ることもできます。 
ウ 苦情受付の報告・確認 
苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員(苦情申出人が第三者委員への報
告を拒否した場合を除く。)に書面にて報告します。第三者委員は内容を確認し，苦情申出人に対し
て、報告を受けた旨を書面で通知します。 
エ 苦情解決のための話合い 
苦情解決責任者は，苦情申出人と誠意をもって話し合い，解決に努めます。その際，苦情申出人

は，第三者委員の助言や立会いを求めることができます。なお，第三者委員の立会いによる話し合い

は、次のとおり行います。 
( ｱ ) 第三者委員による苦情内容の確認 
( ｲ ) 第三者委員による解決案の調整，助言 
( ｳ ) 話し合いの結果や改善事項等の確認 

  オ 苦情解決の記録・報告 
    苦情解決や改善を重ねることにより，サービスの質が高まり，運営の適正化が確保される。これら

を実行あるものとするため，記録と報告を積み重ねるようにする。 
( ｱ ) 苦情受付担当者は苦情解決・改善措置までの経過と結果について書面に記録する。 
( ｲ ) 苦情解決責任者は，一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し，必要な助言を受
ける。 

( ｳ ) 苦情解決責任者は，苦情申出人に改善を約束した事項について，苦情等申出人及び第三者委員
に対して，その措置の結果等を報告する。 

  カ 解決結果の公表等 
    利用者様によるサービス選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るため，個人情報に

関するものを除き「事業報告書」等に掲載し，公表する。 
 

1 0 故障・破損等の対応  
定期的に貸与用具の点検を行い、部品の消耗・破損・変形などを確認した場合には、補修・交換をいた

します。使用中に故障等が発生した場合にも、速やかに、修理・交換等の手配をいたします。但し、故意

または間違った使い方による故障・破損の場合には、修理代金相当額をご請求させていただきます。 
  
11 事故時の対応  
( 1 )事業所は、利用者に対する福祉用具販売の提供により事故が発生した場合には、利用者と確認をとり、 
市町、利用者、居宅介護支援事業者等に対して、連絡を行う等の必要な処置を講じます。 

( 2 )事業所は、事業所の責により賠償すべき損害が発生した場合は速やかに対応します。 
( 3 )事業所は、事故が発生した場合には、その原因を解明し再発防止に努めるものとします。 



「江田島市社協福祉用具貸与事業所」サービス契約書 
  
利用者と社会福祉法人江田島市社会福祉協議会(以下「事業者」といいます)は、事業者が開設する江田島市
社協福祉用具貸与事業所が利用者に対して提供する福祉用具貸与サービスについて、次のとおり契約締結し

ます。 
  
( 契約の目的 ) 
第 1 条 事業者は、介護保険法令の趣旨および本契約に従い、利用者に対し、居宅においてその有する能力
に応じて、可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援することを目的として、福祉用具

貸与サービスを提供します。 
2 事業者が、利用者に実施する福祉用具貸与サービスの内容等詳細は、別紙に定めるとおりとします。 

 
( 契約期間と更新 ) 
第 2 条 この契約の有効期間は、契約締結の日から利用者における(要支援)要介護認定の有効期間満了の日
までとします。 
2 上記契約期間満了日の 7 日前までに、利用者から事業者に対し文書または口頭による契約終了の申し出
がない場合、本契約は自動更新されるものとします。 

3 利用者から契約終了を申し出た場合、事業者は他の事業者を紹介する等、必要な措置をとります。 
 

( 福祉用具の決定・交換 ) 
第 3 条 事業者は、貸与商品の選定にあたって、福祉用具専門相談員によって契約者の心身・生活の状況、
福祉用具の設置場所、使用する環境等について、聴取するものとします。 

2 事業者は、貸与する福祉用具の決定や変更にあたっては、利用者、利用者の後見人及び居宅サービス計画
を作成した介護支援専門員と相談のうえ、利用者の状況とその意向に配慮して行います。この場合、事業

所は必要に応じて契約者の主治医等に助言・指導を求めることができるものとします。 
3 利用者は、事業者に対し、次に該当する場合は、納品日を含めて 1 週間以内に福祉用具の交換を申し出る
ことが出来ます。 
( 1 ) 貸与された福祉用具の使用勝手が悪い場合 
( 2 ) 福祉用具が専門相談員の説明と相違する場合 

4 事業者は、前項の申し出があった場合、当該福祉用具を交換します。 
 

( 利用者の解約権 ) 
第 4 条 利用者は、事業者に対し、いつでもこの契約解除を文書または口頭により申し出ることができます。 

 
( 事業者の解除権 ) 
第 5 条 事業者は利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者からの再三の申
し入れにもかかわらず改善の見込みなく、このサービス利用契約の目的を達することが困難となった時は、

文書により、2 週間以上の予告期間をもって、この契約を解除することができます。 
2 事業者は、前項によりこの契約を解除する場合には、このサービス提供を調整した居宅介護支援事業所、
地域包括支援センター、又は利用者が住所を有する市町村と協議し、必要な措置をとることとします。 
 

( 利用料の滞納 ) 
第6条 利用者が、正当な理由なく事業者に支払うべき利用料の自己負担分を3ヶ月以上滞納した場合には、
事業者は利用者に対して 1 ヶ月以上の期間を定め、期間内にその支払いがないときは、この契約を解除す
る旨の催告をすることができます。 

2 事業者は、前項の催告をした場合には、第 5 条第 2 項と同様の措置を取り、一般施策に基づくサービスの
利用を図る等の調整を行います。 

3 事業者は、前項の措置を講じた上で、利用者が本条第 1 項の期間内に滞納額の支払いをしなかった時は、
文書を通じてこの契約を解除することができます。 
  
 
 



 
( 契約の終了 ) 
第 7 条 次の各項のいずれかに該当する場合には、この契約は終了するものとします。 

( 1 ) 利用者が死亡したとき。 
( 2 ) 第 4 条に基づき、利用者から契約解除の意思表示がなされたとき。 
( 3 ) 第 5 条に基づき、事業者から契約解除の意思表示がなされ、予告期間が満了したとき 
( 4 ) 第 6 条に基づき、事業者から契約解除の意思表示がなされたとき。 
( 5 ) 利用者が介護保険施設や医療施設に入所し、サービスが利用できなくなった場合。 
( 6 ) 利用者の要介護区分が自立、非該当と判定された場合。 
 

( 損害賠償 ) 
第 8 条 事業者は、サービスの提供にあたって、利用者の生命、身体、財産に損害を与えた場合には、速や
かにその損害を賠償します。個人情報の流出においても同様です。ただし、事業者に故意過失がなかった

場合は、この限りではありません。 
 

( 個人情報の保護 ) 
第 9 条 事業者及びその従業員は、当法人が定める「個人情報保護規定」を遵守し、利用者に対するサービ
ス提供にあたって知りえた情報の保護に努めます。この守秘義務は、本契約が終了した後も継続します。 

2 事業者は、その従業員が退職後、在職中に知りえた利用者又はその家族の個人情報の漏えいがないように
適切な措置を講じます。 

3 事業者の過失により、利用者又はその家族の個人情報が漏えいして損害が生じた場合、事業者は損害を負
う責任を持ちます。 
 

( 苦情対応 ) 
第 10 条 利用者又はその家族は、提供されたサービスに苦情がある場合、事業者、介護支援専門員、保険者

( 市 )、国民健康保険連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。 
2 事業者は、苦情対応の窓口及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の申し立て又は相談があった場
合には、迅速かつ誠実に対応します。 

3 事業者及びその従業員は、当法人が定める「苦情解決に関する処理要綱」を遵守し、利用者及びその家族
が苦情申し立てを行ったことを理由として、何らかの不利益な取り扱いをすることはありません。 
 

( 善管注意義務 ) 
第 11 条 事業者は、業務を行う際、関係法令を遵守し、善良なる管理者の注意をもって業務を遂行します。 

 
( 契約外条項等 ) 
第 12 条 本契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところを尊重し、利用者 
及び事業者の協議によって定めます。 

2 この契約書は、介護保険法令に基づくサービスを対象としたものであり、利用者が法令対象外サービスを
希望する場合には、別途に協議するものとします。 

3 この契約に関して疑義が生じた場合には、事業者及び利用者の双方が信義誠実を持って協議し、別に定め
ることとします。 
 

( 裁判所轄 ) 
第 13 条 この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、事業者及び利用者は、利用者の住所地を管轄する
裁判所を第一管轄裁判所とすることを予め合意します。 

  



 
福祉用具貸与サービスの提供にあたり、江田島市社協福祉用具貸与事業所を( 甲 )とし、利用者及びその家
族・代理人を( 乙 )として、( 甲 )は( 乙 )に対しサービス内容、個人情報の使用同意、その他重要事項につ
いて説明し、( 乙 )は( 甲 )よりサービス内容、 
個人情報の使用同意、その他重要事項について説明を受け、同意のうえで本契約を締結します。 
契約締結を行うにあたり、本書 2 通を作成し、( 甲 )と( 乙 )は署名押印の上、1 通ずつ保有するものとし
ます。 
 
 
契約締結日   令和   年   月   日 

 
 

( 甲 )  事業者  広島県江田島市能美町鹿川 2060 番地 
社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

              会長 堂野﨑  平                ㊞ 
        事業所  江田島市社協福祉用具貸与事業所 
 
       ( 説明者 )                               
 

( 乙 )  利用者  住所   江田島市                 
 
             氏名                      ㊞  
    
        家族   住所                        
     ( 代理人含む )   

氏名                    ㊞  
 
             利用者との続柄                  
 
 
 
 

福祉用具貸与サービス契約書 
 

 
事業者が利用者に貸与する福祉用具の内容と利用料は以下のとおりです。(下記の内容と利用料は、契約締
結時のものです。追加・削除等の変更については、原則として、福祉用具貸与サービス契約書(別紙)のみを交
付いたします) 
 
種   目 商 品 名  数量 レンタル料 利用者負担額 

手すり スムーディ 屋内用 1 ¥3,100 ¥310 
合 計  1 ¥3,100 ¥310 

 


